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保管統計表を含む「人口動態統計」を用いて，不慮の溺死・溺水の人数や死亡率（人口10万
対）の推移を調べ，「浴槽に関連する溺死」の性別年齢区分別，家庭やサービス施設など発生場
所別死亡数や死亡率を明らかにし，さらに，都道府県別地域性についても検討した。
昭和55年から平成17年までの26年間の「人口動態統計」（保管統計表）を用いた。平成６年

以前は外因性の「不慮の溺死」（Ｅ110）を，平成７年以降は「不慮の溺死」（死因簡単分類コー
ド：20103，死因基本コード：Ｗ65～Ｗ74）を用いて，分類（発生状況）別と発生場所別死亡
数や死亡率を算出し，全国の性別年齢階級別死亡数や都道府県別分類別死亡数から国勢調査人
口を基に死亡率を算出した。
不慮の溺死数は平成７年から急激に増加し，約６千人で微増・横ばいで推移している。平成

７年以降の高齢者割合は67％で，平成12年から17年までの不慮の溺死率（人口10万対）の年平
均は男性5.2，女性4.0であり，「浴槽での不慮の溺死」率は男性2.7，女性2.8であった。「浴槽
での溺死」総数は3,471人（全年齢の59％）であり，そのうち「家庭」では3,082人（89％），
「サービス施設」では231人（７％）であった。高齢者での「家庭」または「サービス施設」のいず
れにおいても男性の死亡率が高かった。最近７年間の都道府県別「家庭の浴槽での溺死」率を比
較したところ，男女とも富山県や福井県で高く，東北地区の日本海側でおおむね高い傾向が認
められ，「サービス施設の浴槽での溺死」率も男女とも富山県や福井県が高かった。
不慮の溺死の６割弱が「浴槽」で発生し，「家庭」での発生割合は89％で，「サービス施設」では

７％であった。「浴槽での溺死」の85％が高齢者であり，「家庭の浴槽」での溺死率は全年齢でみ
た場合，女性がやや高かったが，高齢者では男性が高くなった。「サービス施設」では男性の死
亡率が女性より５ないし10倍程度高く，性差が示唆された。「浴槽での溺死」率は北陸・信越地区
や東北地区日本海側で高く，環境気象や家屋構造などの他に入浴習慣などの関連も示唆された。

不慮の溺死・溺水，記述疫学，浴槽での溺死，家庭，サービス施設

Ⅰ

わが国の不慮の溺死・溺水（以下，不慮の溺
死）の死亡率は欧米諸国と比較して，非常に高
く，入浴スタイルが原因の１つとされてい
る1)2)。また，東京都救急協会研究報告書3)や都
市生活レポート4)によれば，実際の不慮の溺死

数は，「人口動態統計」の数倍の１万４千人程
度と推測され，統計値と推測された実際値との
差異の原因として，溺死・溺水の判定の困難性，
死亡診断書の記載から生じる問題，さらには解
剖所見の少なさなど5)が考えられる。
ところで，平成７年以降の「人口動態統計」
の不慮の溺死には，分類別や発生場所別死亡数
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全年齢 高齢者（65歳以上）

不慮の溺死1)

死亡数
（人）

死亡率
（人口10
万対）

死亡数
（人）

全期間平均

死亡率
（高齢者
人口10
万対）

高齢者
の構成
割合
（％）

死亡率
（人口10
万対）

平均（後期）2)
昭和55年

56
57
58
59
60
61
62
63

平成元年
２
３
４
５
６
７
８
９
10
11
12
13
14
15
16
17

注 1) 平成６年以前（外因性死因コード＝Ｅ110），平成７年
以降（外因基本コード＝Ｗ65～Ｗ74，死因簡単分類コー
ド＝20103）

2) 後期とは平成７～17年の期間

全年齢 65～79歳 80歳以上

男性 女性 男性 女性 男性 女性

不慮の溺死
平均
平成12年

13
14
15
16
17

浴槽での溺死
平均
平成12年

13
14
15
16
17

家庭
平均
平成12年

13
14
15
16
17

サービス施設
平均
平成12年

13
14
15
16
17
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の記載があり，「浴槽での溺死」，「自然水域での
溺死」等もしくは「家庭」，「サービス施設」等の
死亡数の把握が可能となった。本研究では「人
口動態統計」から全国および都道府県別の不慮
の溺死について，分類別発生場所別死亡数や死
亡率を算出して，浴槽での不慮の溺死を詳細に
解析し，地域性についても検討した。このよう
な記述疫学研究はわが国の不慮の溺死の実態の
把握を統計学的面から補完するものと考える。

Ⅱ

統計資料として，「人口動態統計」（保管統計
表を含む）を用いた。調査対象期間は昭和55年
から平成17年まで26年間とし，特に平成11年以
降を詳細に調べた。国際死因分類は平成７年に
変更されたが，それ以前では外因性の「不慮の
溺死」（Ｅ110）を，平成７年以降では「不慮の

溺死」（死因簡単分類コード：20103，死因基本
コード：Ｗ65～Ｗ74）を用いた。死因基本コー
ドでは分類別と発生場所別の記載があり，例え
ば，Ｗ65とＷ66はそれぞれ「浴槽内」でと「浴槽
への転落による」を示し，発生場所は小数点以
下１桁で示され，Ｗ65.0は「家庭の浴槽での溺
死」を，Ｗ65.5は「サービス施設の浴槽での溺
死」を示している。サービス施設とは，一般公
衆浴場（銭湯）の他に，スーパー銭湯や温泉施
設などの商業施設である。死亡率は国勢調査人
口を基に人口10万対で算出し，「浴槽内で（Ｗ
65）」と「浴槽への転落による（Ｗ66）」を合計した
人数を「浴槽での」で示した。

Ⅲ

昭和55年から平成17年まで不慮の溺死数およ
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不慮の溺死 浴槽での溺死

全体 男 女 全体 男 女

総数
60歳未満
60～64歳
65～69
70～74
75～79
80～84
85～89
90～94
95歳以上

不慮の溺死 浴槽での溺死

全体 男 女 全体 男 女

総数
60歳未満
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85～89
90～94
95歳以上

注 溺死率は，該当人口10万対の死亡数

分類 総数 家庭 居住施設 学校・公共場 スポーツ施設 サービス施設 工業建設場 農場 その他 詳細不明

全年齢
不慮の溺死（人）
浴槽（人）
水泳プール（人）
自然水域（人）
その他不明（人）

全年齢の項目別の割合
不慮の溺死（％）
浴槽（％）
水泳プール（％）
自然水域（％）
その他不明（％）

高齢者（65歳以上）
不慮の溺死（人）
浴槽（％）
水泳プール（％）
自然水域（人）
その他不明

高齢者の項目別の割合
不慮の溺死（％）
浴槽（％）

自然水域（％）
その他不明（％）

高齢者割合
不慮の溺死（％）
浴槽（％）
水泳プール（％）
自然水域（％）

注 1) 不慮の溺死（Ｗ65～Ｗ74），浴槽（Ｗ65＋Ｗ66），水泳プール（Ｗ67＋Ｗ68），自然水域（Ｗ69＋Ｗ70），その他不明
（Ｗ73＋Ｗ74）

2) 小数点を四捨五入のため，表示が「０」であっても，「ゼロ」ではない。

その他不明（％）

水泳プール（％）
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び死亡率を求め，全年齢および高齢者（65歳以
上の者）の死亡数や死亡率の推移を に示し
た。前期（平成６年以前）の全年齢での死亡数
は2,800人から3,800人で推移し，平成７年に急
激に増加し，その後は約６千人で微増もしくは
横ばいで推移している。全年齢に占める高齢者
の割合の推移をみると，昭和55年以降の数年間

は３割前後であったが，その後漸次増加し，後
期（平成７年以降）での平均割合は67％となり，
高齢者が著しく増加していた。

平成12年から17年までの性別，高齢者区分
（65～79歳，80歳以上）別の不慮の溺死数，「家
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総数（全年齢）高齢者（65歳以上）

死亡数
（人）

構成割合
（％）

死亡数
（人）

構成割合
（％）

不慮の溺死（全体）
浴槽以外での溺死
浴槽での溺死

家庭の浴槽で
サービス施設の浴槽で
その他の浴槽で

Ｗ65＋Ｗ66 Ｗ65.0＋Ｗ66.0 Ｗ65.5＋Ｗ66.5 Ｗ65.9＋Ｗ66.9

浴槽で 家庭の浴槽で サービス施
設の浴槽で

浴槽で（そ
の他・不明）

男 女 男 女 男 女 男 女

北海道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田
山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬
埼 玉
千 葉
東 京
神奈川
新 潟
富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野
岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀
京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和歌山
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口
徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡
佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎
鹿児島
沖 縄

注 1) 期間は平成11～17年の７年間
2) 溺死率は，年平均死亡数を平成12と17年の平均人口で除し
たときの10万対死亡数
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庭」または「サービス施設の浴槽での溺死」の死
亡率の推移を に示した。全年齢における不
慮の溺死の年平均死亡率は男性5.2，女性4.0で
あり，男性が女性より２割程度高く，「浴槽で
の溺死」の年平均死亡率は男性2.7，女性2.8で
あり，おおむね同程度となり，「家庭の浴槽で
の溺死」率は男性2.2，女性2.6であり，女性が
やや高かった。しかしながら，65歳以上の高齢
者を80歳未満・以上で区分した場合の「家庭の
浴槽での溺死」率は65～79歳群（男性7.6，女性
7.2）および80歳以上群（男性28.6，女性21.1）
となり，いずれの群でも男性が女性を上回り，
「サービス施設」でも，同様に男性が女性を
６～10倍上回った。
平成17年の不慮の溺死や「浴槽での溺死」の性

別５歳年齢階級別死亡数と死亡率を ，
に示した。いずれの溺死状況でも，溺

死数が最も多い年齢階級は男性では75～79歳，
女性では80～84歳であり，死亡率と年齢との関
係をみたところ，男性の死亡率は加齢に伴って
上昇したが，女性では85～89歳で最大となった。

平成12年から17年まで６年間の分類別発生場
所別の全年齢または高齢者の年平均死亡数を算
出し， に示した。不慮の溺死の年平均死亡
数は5,840人で「浴槽での溺死」数は3,471人（全
年齢の59.4％），「水泳プールでの溺死」は15人
（0.2％），「自然水域での溺死」は1,358人（23.3
％），「その他もしくは不明」の合計は996人
（17.1％）であった。次に，「浴槽での溺死」
（3,471人）の内訳をみると，「浴槽内で溺死」は

3,394人（97.8％）であり，「浴槽からの転落」
は77人（2.2％）となり，大部分が「浴槽内で溺
死」であった。さらに，「浴槽での溺死」の発生
場所別内訳は，「家庭」が3,082人（88.8％）で
あり，「サービス施設」が231人（6.7％）で，
「居住地・学校・詳細不明」が158人（4.6％）
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であった。以上の結果から，全年齢でみた場合，
「家庭の浴槽での溺死」は不慮の溺死の53％と
なり，「サービス施設の浴槽での溺死」は４％で
あった。
高齢者の発生場所別の不慮の溺死数と構成割

合を に示した。高齢者の不慮の溺死数は
4,115人（全年齢の70.5％）で，このうち「浴槽
での溺死」は2,953人（85.1％）であり，「浴槽
での溺死」の発生場所別内訳は，「家庭の浴槽
で」は2,656人（86.2％）で，「サービス施設の
浴槽で」は166人（71.9％）であった。

平成11年から17年までの７年間の都道府県別
の「浴槽での溺死」について，性別，発生場所別
死亡数および死亡率を求め， に示した。さ
らに，「家庭の浴槽での溺死」における死亡率の
地域比較から，男女とも富山県や福井県で高く，
東北地区の日本海側でおおむね高い傾向が認め
られ，「サービス施設」においても男女とも富山
県や福井県などで高い傾向が認められた。

Ⅳ

不慮の溺死のうち，「浴槽での溺死」の状況を
記述統計学的に調査した。これまでに，家庭や
温泉施設での「浴槽での溺死」に関する論文6)7)

は多数報告されているが，全国を網羅する調査
ではない。また，やや調査年は古く，監察医制
度のある東京都に限定されているが，「浴槽で
の溺死」事故を含む詳細な調査報告3)がある。
著者らは「普通公衆浴場（銭湯）の安全性」

の研究において，公衆浴場での事故（死亡を含
む）実態をアンケート調査し，転倒事故や心疾
患による溺死の発生を確認し8)，また，公衆浴
場（特に銭湯）や家庭風呂での安全入浴に視点
をおいた研究から，家庭における高齢者の不慮
の溺死発生に地域性が推測された。そこで，平
成７年以降でのデータを基に，分類別や発生場
所別，都道府県別の詳細な解析を行った。
本研究から，最近の全国の不慮の溺死の６割

弱が「浴槽での溺死」であり，そのうち「家庭」の

割合は89％であり，「サービス施設」は７％であ
り，高齢者の構成割合は85％であることが明ら
かとなった。さらに，全年齢での不慮の溺死は，
男性が女性を上回っていたが，これは自然水域
での事故が男性で多いことが原因と考えられた。
「家庭の浴槽での溺死」は，全年齢では女性が
男性を上回っていたが，高齢者に限定した場合，
男性の死亡率が高くなり，この傾向は東京都で
の調査結果3)と一致していた。「サービス施設」
では，全年齢と高齢者のいずれの場合でも，男
性の死亡率が女性より５ないし10倍程度高くな
り，「サービス施設」の内訳（温泉，公衆浴場な
ど）別死亡率は把握できなかったが，男性の飲
酒や深夜浴などの無謀な入浴行動が原因となっ
ていることは十分に推測される7)。いずれにし
ても「浴槽での溺死」発生を少なくするためには，
「入浴利用時の心得」を守るなどの「安全な入
浴」の啓蒙・普及が必要と考えられる。
都道府県別地域比較から，「家庭」もしくは

「サービス施設」における「浴槽での溺死」率は北
陸・信越地区や東北地区日本海側で高かった。
これは，環境気象や家屋構造などの関連も示唆
されるが，九州地区でも高かったことから，気
象以外の要因，例えば，入浴習慣などの影響も
無視できないと考える。
「浴槽での溺死」率は北陸・信越地区や東北地
区日本海側で高く，環境気象や家屋構造などの
ほかに，入浴習慣などの関連も示唆された。
本研究は，平成19年度厚生労働科学研究費補
助金（循環器等生活習慣病対策総合研究事業）
「公衆浴場を利用する安全で有効な健康づくり
に関する研究」の分担研究として実施した。
本研究は，既存の死亡統計による限定的な調
査ではあるが，浴槽関連の溺死状況をおおむね
把握でき，浴槽での死亡を含めた事故の防止策
の基礎資料に利用できると考える。

１）田中哲郎，石井博子，向井田紀子，他．不慮の事

故の国際比較．厚生の指標 1999；46（10）：12-7．

２）鈴木晃．高齢者の「入浴中の急死」に関する地方

性 日本固有の住文化の問題に加えて．長寿グ
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３）（財）東京救急協会．入浴事故防止対策調査研究委

員会．平成12年度調査研究報告 2001．

４）東京ガス都市生活研究所．入浴中急死の事例研究．

都市生活レポート 2001．

５）海堂尊．死因不明社会．東京：講談社，2006．

６）稲村啓二．高齢者の入浴中の急死の検討，法医学

の実際と研究 1995；38：349-51．

７）高橋伸彦，斉藤昌彦，佐藤正孝，他．入浴中の突

然死について 温泉地における旅行者と地域住民
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